第４号様式（第10条関係）

個人住民税特別徴収実施申告(誓約)書

※ 該当する□欄に、✓印を入れてください。

	□
	１　個人住民税の特別徴収を実施している場合 → 下欄に市町村名と従業員等数を必ず記入してください。
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　高知県内の市町村において、個人住民税を特別徴収すべき従業員等（給与所得を得る役員等も含みます。第４号様式備考を参照してください。）がいる場合

現在、次の市町村において、個人住民税の特別徴収を実施しています。

高知県内に住所を有する上記の従業員等が、直前の１月１日現在において、最も多く居住する市町村名（同数の場合は、いずれか１市町村）及びその市町村に居住する従業員等数

市町村名

従業員等数

　　　　　　　　　　人

(注)上記市町村から送付される直近の個人住民税特別徴収税額決定通知書の写し（別添提出例参照）

を添えてください。



	
	

	□
	２　個人住民税の特別徴収義務者ではない場合

　　　（ 高知県内の市町村において、個人住民税を特別徴収すべき従業員等がいない場合 ）

現在は、高知県内の市町村において、個人住民税を特別徴収すべき従業員等がいません。

もし、今後、特別徴収義務者に該当することになった場合には、遅滞なく特別徴収を実施することを誓約します。

	
	

	
	

	
	


　上記の（✓印を入れた）とおり、相違ありません。

　また、この書類は、高知県税務課を経由して、高知県内の市町村へ提供されることに同意します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

高知県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　（申請者）　法人の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職・氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
第４号様式備考

１　従業員等の個人住民税の特別徴収とは

　給与支払者（雇い主）が、給与所得者（従業員等）に給与を支払う場合には、所得税法の規定により、その給与から所得税を源泉徴収（天引き）して、国に納めなければなりません。

　個人住民税の特別徴収とは、雇い主が、従業員等に代わって、その従業員等が納めるべき個人住民税（市町村民税と県民税）を、所得税と同じように、給与から天引きして、市町村に納める制度です（この場合の雇い主を個人住民税の「特別徴収義務者」といいます。）。

　所得税法第183条の規定によって、所得税を源泉徴収する義務がある雇い主（源泉徴収義務者）は、地方税法第321条の４及び従業員の住所地の市町村の条例の規定により、原則として、個人住民税の特別徴収義務者となります。

　ここで、「従業員等」とは、一般の従業員だけでなく、事業所から所得税法上「給与所得」とみなされる役員報酬を得る役員や、青色事業専従者も含まれます。

　ただし、申請者（雇い主）において特別徴収義務のあるのは、昨年中(１月１日～12月31日)に給与所得のあった従業員等であって、かつ、今年４月１日現在、申請者において給与の支払を受ける者に限られます。

　申請者（雇い主）が、特別徴収義務者に該当するかどうか、また、その手続などについて不明な場合は、従業員等の住所地（今年１月１日現在）の市町村役場の住民税担当課へお問い合わせください。

２　個人住民税特別徴収の実施方法

　所得税の源泉徴収義務者から、１月31日までに市町村に提出された前年分の給与支払報告書に基づいて、従業員等ごとの特別徴収すべき住民税の税額を市町村が計算し、原則として５月31日までに、特別徴収義務者に通知します（地方税法第321条の４）。

　特別徴収義務者は、その通知に基づいて、各従業員等の毎月（６月～翌年５月）の給料から、特別徴収税額を天引きして、翌月10日までに市町村へ納めていただくことになります (地方税法第321条の５)。

３　第４号様式の作成等について

　(１)　第４号様式は、申請者が、高知県内の市町村における上記の特別徴収義務を実施しているかどうかを確認させていただくためのものです。

　　　　１による申告か２による誓約を行わない場合は、認定の申請はできません。
　(２)　この書類は、申請日現在で作成し、該当の項目の□欄に、✓印を入れてください。

　(３)　１の場合、個人住民税の特別徴収の実施を確認させていただくために、高知県内において最も多くの従業員等が居住する市町村から送付される直近の個人住民税特別徴収税額決定通知書の写しを添付していただきます。

個人情報に該当する部分は確認の対象外ですので、写しを作成する際には該当部分を黒塗りする等、見えないようにしてください（別添提出例参照）。
当該通知書が複数枚にわたる場合は、１枚目の写しのみを添えてください。

　(４)　高知県内の市町村において個人住民税を特別徴収すべき従業員等が全くいない場合は、２により誓約してください。

年度給与所得等に係る市（町村）民税・県民税特別徴収税額の決定・変更通知書(特別徴収義務者用)

	　
	〒
	　
	特別徴収税額
	　
	　
	　
	　
	　
	課税人員
	非課税人員
	　
	　地方税法第41条及び第321条の4(第321条の6)第1項の規定によって、　　　年度給与所得に係る市（町村）民税及び県民税の特別徴収税額を下記のとおり決定(変更)したので通知します。なお、この通知書に記載された事項について不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して60日以内に市（町村）長に対して異議申立てをすることができます。

　この特別徴収税額の決定の取消しを求める訴えは、前記の異議申立てに係る決定の送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内に市（町村）を被告として(市（町村）長が被告の代表者となります。)提起することができます。

　なお、処分の取消しの訴えは、前記の異議申立てに対する決定を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①異議申立てがあった日から3か月を経過しても決定がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他決定を経ないことにつき正当な理由があるときは、決定を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。

　　　　　　年　　月　　日

○○市（町村）長　　　　　　　　　　印　
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提出例








この部分は個人情報のため黒塗りする等、見えないようにしてください。








